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１ は じ め に
岩倉遣外使節団に随行した長与専斎は欧米の医学教育制度の調査に従事
する中で, 近代国家建設に向けて衛生行政の果たす役割が重要であること
に気づいた。長与は『松香私志』の中で,
(１)
この調査の最中で気づいた衛生
行政を「医学に資」りながら,「理科工学, 気象, 統計等の諸科を包容し
てこれを政務的に運用」することだとしている。そしてこの医学等学術の
「政務的運用」を推し進めることで「人生の危害を除き国家の福祉を完う
する」ことが可能となるとするのであった。
(２)
この時, 長与が想定していた
衛生行政の領域は広範であり,「流行病伝染病の予防は勿論貧民の救済,
土地の清潔, 上下水の引用排除, 市街家屋の建築方式より薬品染料飲食物
の用捨取締に至るまて, 凡そ人間生活の利害に繋れるものは細大となく収
拾網羅」するというものであった。
(３)
帰国した長与は近代衛生行政の仕組みづくりにとりかかった。まず明治
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１ はじめに
２ 医学等学術の「政務的運用」の推進と「衛生工事」
３ 水道条例の制定と「官・民」協調体制論
４ 「富ノ発達」の保護と｢文明ノ市街」の建設
５ おわりに
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7 年の医制の制定に関与したのち, 翌明治 8年には内務省に籍を移し, 初
代内務省衛生局長として衛生行政の責任者となり, その創設の陣頭指揮を
執ることとなったのである。長与は自らの調査で見いだした近代衛生行政
構想の具体化に向け動き出したのであった。
ところが, 明治10年よりコレラが流行したことで, 長与は伝染病対策に
も奔走することを余儀なくされることとなる。明治10年以降, 間歇的に流
行するコレラの被害は甚大で, コレラ対策は長与にとっても喫緊の課題で
あった。長与は自らの構想の具体化と現実の伝染病対策という課題を同時
に抱えながら内務省衛生局長として自らの職責に臨んだのである。
明治10年, 12年のコレラの流行を経験したことで, 伝染病予防規則が制
定され, 伝染病予防のための「心得書」が出された。特に明治12年のコレ
ラの流行が収束してのちに出された「心得書」では,「清潔法｣,「摂生法｣,
「隔離法｣,「消毒法」の 4項が予定された。
(４)
伝染病の発生や流行を食い止
めるため, 住民に対して直接, 伝染病予防のための心得が説かれたのであ
る。しかし長与はこの措置に決して満足していたわけではなかった。なぜ
ならば, 長与がコレラ対策に奔走していた当時, コレラの被害が広がる原
因にコレラ菌に汚染された井戸や厠の水をめぐる問題があったからである。
住民は汚染された井戸水等を介してコレラに感染していったのである。そ
こで当該問題への対応という観点から見て無視できなかったのが,「土地
の清潔」や「上下水の引用排除」を実現するということであった。コレラ
菌に汚染された水から土地を守り, 清潔な飲み水を確保し, 下水を排除す
ることが求められたのである。
(５)
そしてこの水の管理の問題は「衛生工事」
の課題として取り上げられていくこととなった
(６)
。長与は, 日本人の手によ
る最初の暗渠として知られる神田下水敷設への取り組みに見られるように,
この「衛生工事」の推進に積極的に関与するのであった。
(７)
従来, 長与専斎に関しては, 土方久元や
(８)
鶴見祐輔が
(９)
指摘したように, 内
務省の衛生行政の形成に多大な功績をなしたと評されてきた。
(10)
近年では外
山幹夫が神田下水敷設に際して長与が尽力したことを紹介している。
(11)
その
ため下水道や上水道の整備について長与が関心を持ち合わせていたことは
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これまでの研究にて確認できる。しかし上下水道の整備と長与の衛生行政
構想の関係性についてはいまだ十分な検証に付されていない。そこで本稿
は, 近代日本における「衛生工事」の進展が長与の構想にいかなる意味を
もっていたのか, そして長与は自らの構想の中に「衛生工事」をいかに位
置づけていたのかを解明しようとするものである。
２ 医学等学術の「政務的運用」の推進と「衛生工事｣
岩倉遣外使節団に随行した長与は, 国民の健康増進には国家の役割が重
要であることに関心を示した｡ その際, 医学等学術を「政務的に運用」す
ることでその目的を達成しようとした。
(12)
具体的な施策としては, 長与自ら
指摘するように,「流行病, 伝染病の予防｣,「貧民の救済｣,「土地の清潔｣,
「上下水の引用排除｣,「市街家屋の建築方式｣,「薬品, 染料, 飲食物の
用捨取締」等にわたっていた。
(13)
この指摘より明らかなように, 欧州の地
で “Gesundheitspflege” 等の仕組みに関心を示した当初より,
(14)
長与は「上
下水の引用排除」は国民の健康のために国が取り組むべき施策として理解
していたのである。
(15)
長与はこの目的のため上水道と下水道の整備を行う必
要性を認め,「衛生工事」の進展を期したのであった。その結果長与の
「衛生工事」を進めよとする構想は, 日本人の手による最初の暗渠として
知られる神田下水の敷設として具体化されていった。
明治時代の神田地区は府下にあって不潔な地域として知られていた。そ
こで長与は,「年々歳々の流行に姑息の予防法を繰返し, 衛生の路に当た
れる者はいたずらに焦頭爛額の労に服して奔命に疲るるのみ」との状況で
あったため, 吉川顕正東京府知事と連携し,「市内の最も不潔にしてコレ
ラ流行の最も甚だしかりし神田の一小部分を画し正式の下水工事を興した」
のである。
(16)
この神田下水は永井久一郎によれば,「其構造方法ハ英国ノ制ニ倣ヒ卵
形ニ之ヲ築造」したものであり,「赤煉瓦造ノ立派ナル者」であった。当
初は「衛生事務当局者ノ内意」にあって, この暗渠を通じ「神田ノ下水ヲ
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排除シ其効用ヲ知ラシメ現在下水ヲ改良シタル区域ハ虎列剌ノ惨害ヲ免ル
ルノ実証ヲ得ルニ至ルマテノ事ヲモ希望シ他ノ区域モ亦終ニ其効用ヲ感シ
地方費ヲ以テ全府ノ下水ヲ改良セシムルノ端緒ヲ啓キ神田ノ改良下水ヲ全
府ノ模範」とすることを予定していたというのである。
(17)
しかし神田下水は
本管の敷設は行われたが, これに「接続スベキ地先下水ノ設置未タ全ク行
ハレズ之ニ流レ入ルベキ下水ナク立派ナル卵形ノ大下水モ其効用ヲ見ルコ
ト能ハザルノ有様」であったと永井にして指摘させたのであった。
(18)
この神田下水の効用が発揮されずにいた原因として永井は,「区民｣ の
｢資力ニ乏シキ」こと,「衛生上排水ノ必要ヲ知ラザル」ことに注目した｡
加えて「下水改良費支出ノ計画」上の問題があることも取り上げていた。
神田下水は国庫金と地方税により建設されたのであるが, 欧米の経験を踏
まえるならば, 東京の下水改良に際して「府債ヲ募」り,「地方税ヲ以テ
年賦支弁スルノ方法ヲ設ケ大挙シテ全府ノ下水ヲ改良スル」計画が必要と
なり, さらに「地先下水」の設置に関しては,「区債ヲ募リテ其工費ヲ弁」
じるか, もしくは「巴里ノ如」く,「地先下水条例ヲ定メテ地主ヲシテ之
ヲ設置」させ,「大下水ニ通セシムルノ義務」を課すことを永井は提言し
たのである。永井は, 欧米にあっても法令に基づき下水改良を進めている
ことからすれば,「幼稚ナル我日本」では,「人民自然ノ好意熱意ヲ頼ミテ
下水ノ改良ヲ企図スルハ到底架空ノ望タルニ過」ぎないと考えたのであ
る。
(19)
永井にして神田下水の敷設は改めて明治日本の下水改良の課題を浮き
彫りにするものであったのである。また神田下水の経験は, 永井だけでな
くその陣頭指揮をとった長与にも不満を吐露させた。
(20)
大都の中央に掌大の地を局し若干丁の暗渠を設けたればとて, 固より
何程の功も著わるべきにあらねど, せめては目の前に標本的の実物を
示し, いかにもして世人の注意を点醒せんとの微意なりけれども,
それさえ本管を通したるのみにて家々の下水とは連絡するに至らずし
て止みぬ。……（中略）……この挙は世に下水の功能を紹介するの目
的をも達しあたわず, ほとんど一場の児戯に過ぎざりけり
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そのため長与がその設立に尽力した大日本私立衛生会にて永井久一郎が
欧州の「衛生工事」について報告し, それが出版されると, 長与は序文を
提供し,「衛生工事」の必要性を改めて力説するのであった。
(21)
永井の大日本私立衛生会での講演は,「上水供給」(明治19年９月),
「下水排除第一」(明治19年12月),「下水排除第二」(明治20年１月）と三
回に分けてなされた。以下, 永井の指摘の要点を確認し, これに対する長
与の見解を明らかにしていこう。
まず永井は,「衛生二大工事」に際して,「上水供給」に対する自らの見
解を欧州の動向を加味しながら開陳していった。
上水道を整備するにあたり永井が課題としていたのはまず, その技術よ
りも住民たちの, 水は「無代価」であるとの認識であった。上水道を整備
するためには, まずこの住民たちの認識を改めることが必要であるとした
のである。永井がこの講演を行った当時, 東京府では, 市中の道路に,
「散水請負人」が日々定期的に道路への散水を行っていた。その際,「散
水請負人」は, 沿道の家より「無代価」にて井戸水の供給を受けていたと
の話を聞いているとし, このことから「東京府民ノ大数ハ水ハ無代価ト思
ヘル明証ニシテ其感覚ハ直ニ上水改良ノ妨害トナルノミナラズ衛生法ノ進
歩上ニ取テ一大支障トナルノ恐レアリ」との見解をもったというのである。
一方, 文明国では「大都府ニ於テ『ミートル』ヲ以テ水ノ用量ヲ計リ相当
ノ代価ヲ出シテ之ガ供給ヲ受ルコト恰モ瓦斯」と同様であるとの認識を住
民は有しているとする。永井はみずからの欧州調査の経験を基に,「欧州
諸都府上水供給」の仕組みについて解説するのであった。
(22)
永井の理解する「上水」とは「下水ニ反対スル所ノ語ニシテ飲用水ヲ初
メ庖厨ニ使用スル雑水及ヒ浴室手洗水等ノ用ニ供スルモノヲ総称」するも
のであり, 上水供給を実施するにあたっては,「水源, 濾過法, 分配法,
供給法, 用量, 費用徴収法, 複給法」の視点から計画を立てることができ
るとした。
(23)
まず飲料水の元となる水源に関しては,「河水, 湖水, 井水」に求める
ことができるとした。次に水源より取水した水は, 沙などを利用し, 濾過
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し, 重力を用いながら各家に「分配」されることになる。各家への水の供
給は, 一日の供給を制限した「間歇法」に比べ,「日夜ノ別ナク時限ノ定
度ナク其需要ニ当テ断ヘズ水管ヨリ供給」する「恒常法」がより「便利」
であり, かつこの「恒常法」は「需要ノ都度直ニ貯水池ヨリ水ヲ得ルノ装
置」であるため,「間歇法」における「水溜」を設置する必要がなく, そ
の「水溜」が「動物不潔物ノ腐敗」により「汚濁」するという危険性が低
いとする｡「用量」に関しては,「容易ニ之ヲ知ルコト能ハズ」としながら
も, 欧州にて「水ノ用量」が多いのは,「之ヲ排除スルノ便利ナルニ基因」
するため,「下水溝渠ノ完全ナラザル処ニ於テハ用水ノ分量ニ制限ヲ立ル
ノ必要」を認めていた。費用徴収法に関しては,「其説頗ル多端ニシテ未
ダ一定ノ場合ニ至」ってはいないが, 重要なのは,「水ヲ節用セントスル
ノ念慮」を抱かせることであるとした。そして水を二類に分類し,「各人
格家ノ用」に供するための「第一類」と,「公共ノ用又ハ製造ノ用」に充
てるための「第二類」を用意しようとする「複給法」の採用如何に関して
は,「第一ニ人民ノ健康即チ衛生上ノ得失如何ヲ酌量スルヲ以テ最モ緊急
ノ事」としていた。
(24)
永井は明治日本における上水道整備の必要性を認めて
いたが, その際, 上水道の敷設を先行していた英国に関して「倫敦モ亦タ
文明学術ノ進歩ニ因リ理論ト応用トニ論ナク幾多ノ経験ヲ積ミ莫大ノ資金
ヲ投シ完全ナル給水法ヲ設ケタルニアラサレバ今日ニ至リ少額ノ代価ヲ以
テ日常必需ナル完全ナル多量ノ水ヲ得ルコト能ハザルヤ明ナリ」として,
上水道整備に向けた英国の経験を踏まえて, 特に東京における上水道の普
及を促したのであった。
(25)
文明学術ノ恩徳豈鮮少ナランヤ完全ナル給水ノ方法ヲ得ルハ実ニ重大
ナル事業ト謂フベシ顧ミテ我東京府下ノ実況ヲ見ルニ府下到ル所トシ
テ水道ノ設ナキニアラザレトモ其構造及ヒ供給法ノ如キニ至テハ頗ル
幼稚ニシテ文明国ノ都府ト日ヲ同シテ語ルベカラザルモノアリ尤モ倫
敦ニ於テモ千八百七十年代即チ今ヲ距ルコト百年以前ニ在テハ水道ノ
構造未タ完全ナラスシテ多クハ欅ノ丸木ヲ穿チテ水管ニ充テタリ之ニ
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依テ考フレハ何レノ国タルヲ問ハズ文明ノ幼稚ナル時代ニ方テハ給水
ノ方法備ラサルモ亦免レ難キ所ナリ今ヤ我東京ニ於テモ水道ヲ鉄管ニ
改造シ上水ヲ改良セント欲スルハ世間ノ一問題トナリ其衛生上ニ切要
ナルノミナラズ市区改正上ニモ亦欠クヘカラザルコトタルハ世論ノ許
ス所ナレバ早晩此改良ノ実行セラルルハ信シテ疑ハサル所ナリ
永井は今や近代日本とりわけ首府としての東京において衛生上, そして
市区改正上においても上水道整備の時期は到来したと宣言したのである。
その上で府下上水の課題を以下のように指摘した。
(26)
現今ノ水道ハ木造ニシテ加フルニ其構造不良ナルカ故ニ水ノ導溝ヲ経
過スルニ方リ汚水滲透塵埃闖入シ其末流ニ至リテハ水質頗ル悪シク殆
ンド両国ノ河水ニ同シキモノアルハ能ク人ノ知ル所ナリ倫敦ニ於テ木
造ノ水道ハ其水量四分ノ一ヲ洩泄シタルノ実例ニ依リテ考フレバ我東
京ノ水道モ亦玉川ノ水源ヨリ市街ニ達スルノ間ニ於テ必ズ四分ノ一若
クハ之ニ近キ分量ヲ漏泄シ空シク地下ニ滲透スルコトナラント想像ス
井水ノ如キモ浅草下谷築地本所深川等ニ至リテハ飲料ニ適スルモノ稀
ナルノミナラズ旱天ニ際スレハ其水量ヲ減ジ或ハ全ク涸渇シテ水切レ
トナルコトアリ
そしてこうした現状を東京府において放置するならば衛生上の問題を解
決できないとしたのである。
(27)
我帝国ノ首府タル東京ノ給水法ハ完全適当ナリト云ハント欲スルモ能
ハザルナリ本年虎列剌病流行ノ盛時ニ方リ神田区役所ヨリ飲料水ヲ運
搬シテ人家ニ分配シタルヲ目撃セリ是レ則チ井水ノ飲用ニ適セザルガ
故ナリ今衛生上ニ就キ上水ノ改良ヲ要スル理由ハ数多ニシテ一々之ヲ
枚挙シテ詳密之ヲ論究スルニ遑アラズト雖モ前ニモ陳述シタル如ク水
道ノ改良ヲ要スルノ一点ニ至リテハ何人タリトモ異論ヲ抱ク者ナカル
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ベシ
このように飲料水をめぐる課題を指摘したのち, 永井は「蓋シ余カ所謂
上水ノ改良ハ鉄管ノ水道ヲ布設シテ純良ノ水ヲ全府ニ供給シ悉ク各家ノ堀
井ヲ廃止スルヲ以テ目的トス」
(28)
として, 自身の上水道論にあって, 井戸水
の使用に代わって鉄管を使用することで水道を府下に整備することを目指
すとするのであった。この時, 鉄管を敷設する際の費用が心配されること
があるが,「倫敦ト東京ト水ノ費用ハ大差ナシト言フモ決シテ空論ニ非ル
コト知ルベキナリ」
(29)
との立場から, 井戸を掘って管理する費用と大きく変
化はないとの見通しを永井は有していたのである。そればかりでなく, 水
道が布設された暁には,「水瓶大柄杓手桶等」が必要なくなり,「湯殿ニ水
ヲ運搬」すること,「庭園ノ散水」を「柄杓」を用いて行うことがなくな
り, さらに,「厠清潔ニセント欲スレバ水ヲ以テ尿屎ヲ流シ去ルコトヲ
得」るなど,
(30)
その効用は枚挙にいとまがないというのである。
(31)
日常ノ必要ト贅沢トニ論ナク水ヲ用フルガ為ニ要スル所ノ労力ヲ減ジ
器具ヲ用ヒザルガ為メニ生ズル利益ハ其数夥多ニシテ一々枚挙ニ遑ア
ラズ今又更ニ数歩ヲ譲リテ東京現今ノ上水費ト倫敦風ニ改良シタル後
ノ上水費トヲ比較シテ彼此ノ費用ニ多少ノ差異ナキカ又ハ幾分ノ増費
アリト為スモ経済上間接ノ益アルノミナラズ純良ナル用水ヲ供給シテ
衛生上措クベカラザル弊害ヲ除キ得ルニ至リテハ府民ノ幸福蓋シ焉ヨ
リ大ナルモノ莫ルベシ
ここに至って東京に上水を布設する必要性が認められること明らかとなっ
たが, 実際の計画については, ロンドンの経験がそうであったように, 適
切な「工学家」を雇う必要があると永井は考えていた。そしてその「工学
家」の一人として往時明治政府の石黒五十二の力量を評価して計画を進め
ることを提唱するのであった。
(32)
永井は上記の立場から上水道整備計画を進めるためには「其（上水道布
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設―筆者注）計画ヲ定メ費用ノ予算ヲ審」にすることが重要であり, その
上で「虎列剌病其他伝染病ノ為ニ費ス所ノ金額等ヲ査定シ其得失利害ヲ考
究シテ然ル後初テ実業ニ着手センコトヲ切望スル者」として自分を位置づ
け,「文明国ニ於ケル上水供給ノ方法ヲ初メトシ東京上水改良ノ計画ヲ希
望スルノ梗概ヲ尽クシタリト信」ずとしたのである。
(33)
もちろん永井は上水道の整備のみでなく下水道の必要性も認めていた。
それは「凡人ノ限界アル区域内ニ群居スルヤ為ニ必ス不潔物ヲ生ズ故ニ速
ニ此不潔物ヲ排除スベキ適当ノ方法ヲ設クルニ非ザレバ之レニ群居シテ健
康ヲ保持スルコトヲ得ザルヤ論ヲ俟タザルナリ」との永井の指摘からも明
らかなとおりである。
(34)
そして厠や溝渠の構造上の欠陥があると「糞汁汚水
ノ自由自在ニ地中ニ滲透」してしまうことから,「糞尿ヲ居室内ニ放散シ
テ顧ミザルモノト厠溝渠ヨリ不潔物ノ地中ニ滲入スルヲ知ラザル者トハ
其間所謂五十歩百歩ニシテ未ダ大ナル差異アルヲ見ザルナリ」との見解に
みえるように, 人々の健康には下水施設の整備が重要であるとしていたの
である。
(35)
また, 上水道敷設に際して首府としての東京を重視したように,
下水道施設に関しても, 東京の課題に注目していた。
(36)
我東京府下ノ実況ヲ見ルニ厠ハ構造不完全ニシテ不潔物ノ滲漏ヲ防
グニ足ラズ芥溜ハ一定ノ掃除規則ナキヲ以テ之レヲ掃除スルコト速ナ
ラズ為ニ腐敗物ノ地中ニ混入シ或ハ空気ヲ汚スコト実ニ少シトセズ
……（中略）……故ニ土地ニ滲入セシ不潔物ハ土地上水ヲ穢シ更ニ蒸
発シテ空気ヲ汚シ恰モ東京府内ハ不潔物ノ淵叢ト称スルモ不可ナキノ
有様ナリ
この指摘をなしたのち永井は,「吾人衛生会員タル者ハ奮テ下水排除ノ
急務ナル所以ヲ述ヘ併セテ之ヲ改良スルノ策ヲ考究」しなければならない
と自らの意気込みを示すのであった。
(37)
永井は上水道整備に際して欧州の事情を勘案してその整備の必要性を打
ち立てていたが, 下水道整備に関しても, やはり同地の状況に注目してい
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た。その際「下水」の含意について, 生活排水および雨水に糞尿を加える
かどうかでその別が存在し, さらに「下水溝」に関しても「倫敦風」と
「巴里風」の別があるとしていた。このうち永井は, 当時にあって,「倫
敦風」の下水処理の仕組みが「現今衛生家ノ見テ以テ最良下水排除法」で
あると理解し, 東京の下水排除の方法も, この「倫敦風」を模範として
「下水ヲ改良シ糞尿ト下水トヲ共ニ排除」することを構想した。永井は
「下水ノ構造ハ倫敦ヲ以テ遥ニ巴里ニ優レリト信ス」としていたのであ
る。
(38)
ただしロンドンにあっても永井の理解したところ,「構造｣,「装置」が
不完全であったことからテムズ川に「下水充満」し,「不潔ヲ極」めると
いった経験をした。しかしロンドンでは土木局を創設し, そこに技官を配
置し, 下水事業を進めていったというのである。
(39)
加えて住民生活に下水道
の整備が必要であるとの論調を後押ししたのがコレラの流行であった。明
治日本にあってコレラ被害は甚大であったが, ロンドンにおいてもコレラ
による犠牲者は無視できず, コレラによる「死亡者ノ多キ所ハ必ズ下水不
完全」であるとの認識が広まっていったというのである。永井は,「下水
ノ完全ナルト否ザルトハ虎列剌病ノ流行ニ密接ノ関係アルヤ争フ可ラザル
ナリ」という状況が生まれたとした。
(40)
このロンドンの事例から判明するこ
とは, 下水事業を進めようとする際には, 当該事業を所管する部局の存在,
下水道事業を計画する職員の存在, そして当該事業に対する社会的需要の
広まりが必要であったといえよう。
ロンドンの事情を紹介したのち永井は,「下水ノ改良ヲ全クシ府内ノ土
地空気上水ヲ清潔ナラシムルトキハ我等身命財産ノ安寧増長ニ益アルノミ
ナラス子々孫々永世ノ大幸ナリ」としてその効用を強調した。そして「下
水排出」の時刻,「水流ノ速力｣,「下水ノ分量｣,「雨水」の取り扱い方,
「容積｣, さらには,「下水暗渠ノ形」等を勘案して, 計画を作成すること
が必要であるとするのであった。
(41)
この永井の「衛生工事」の進展を期するべくなされた講演が著作として
まとめられたとき, その序文を与えたのが長与専斎であった。長与はこの
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序文の中で, 上下水道の整備, すなわち「衛生工事」の必要性を改めて力
説したのである。
(42)
衛生工事ハ百般衛生事業ノ本体基本トモ称スヘキモノニシテ之レカ為
メ疾病ヲ除キ人寿ヲ長フシ且伝染病殊ニ虎列剌病予防ノ最上良法タル
ハ学理実験ノ共ニ一致スル所ニシテ欧州都府ニ於テハ相競フテ之レカ
起工ヲ力トメ……（中略）……（コレラ―筆者注）流行ニ徴シ検疫消
毒ノ方法ハ既発後ノ姑息ニシテ病毒ヲ剿絶スルノ力ニ乏シキヲ感シ予
防ノ術策今日ニ窮マリ他ニ依頼スヘキノ道ナキニ於テオヤ流行ノ都度
費消スヘキノ金額ヲ移シテ平素ノ衛生工事ヲ経営スルハ既ニ今日焦眉
ノ急ニ迫リ復タ因循スルノ秋ニ非サルナリ
長与は,「衛生工事」は「百般衛生事業ノ本体基本」であり, コレラの
予防にあたっては,「学理実験」に基づけば「最上良法」であるとした。
この指摘から長与が医学等の学術の知見を水の管理にも活用することを予
定していたことが判明する。
長与は明治４年の渡米以来, 住民の健康は医学等学術を「政務的に運用」
することで増進されると考えた。この見解を踏まえるならば, 長与が「衛
生工事」を進めることは, 自ら構想した医学等学術の「政務的運用」の具
体化を意味したのである。
３ 水道条例の制定と「官・民」協調体制論
長与は住民の健康増進に向けては「学理実験の成果」を踏まえながら
「衛生工事」を進めることが重要であるとしてきた。この立場は, 永井の
著書の序文にみられるように「衛生工事」の必要性を広めるための活動に
結実したが, そうした言論活動にのみ終始していたわけではなく, 長与は
官僚として「衛生工事」の推進を実現するよう政策化するべく, 提言を続
けた。こうした「衛生工事」の推進を期する政策化への取り組みとして注
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目できるのが, 内務卿の諮詢機関として設置されていた中央衛生会への建
議である。
(43)
この長与の建議は, 今日, 明治20年 5 月18日の「東京ニ衛生工
事ヲ興スノ議」として知られるものである。
(44)
ここで長与は政策的観点から,
「衛生工事」の進展を期したのであった。
(45)
虎列剌病予防ノ事ハ従来本会ニ於テ其方法ヲ議定スルコト甚タ多ク今
回更ニ又改正虎列剌病予防消毒心得書ヲ審議シ議決将ニ近キニ在ラン
トス然レトモ是等ノ法案ハ概ネ病毒既発後ノ処置ニ属シ其目的タル纔
ニ病焔ヲ未熾ニ鎮滅シテ炎々ノ勢ヲ逞クセサラシメントスルニ過キス
要スルニ一時ノ姑息法ナルノミ
長与はコレラ予防の「心得書」等の法規は「病毒既発後ノ処置」であり,
これを「姑息法」と位置づけた。これに対して「衛生工事」は「真正ノ予
防法」だとして評価したのである。
(46)
衛生法ノ真意ハ人ヲシテ疾病ナカラシムルニ在リ虎列剌病ノ予防法ニ
於ケルモ亦同シ衛生工事ヲ興シテ水土家屋ヲ清潔ニシ病毒ヲ掃盡シテ
其蹤ヲ社会ニ絶タシムルニ非サレハ真正ノ予防法トハ謂フヘカラサル
ナリ
しかしこの「真正ノ予防法」である「衛生工事」に関しては, 従来, 中
央衛生会では十分な議論を尽くしてこなかったと長与は批判する。そこで
「姑息法ノ予防法」を採用する政策路線を修正するべく,「主任大臣ニ建
議」する必要が生じ, この度の議題を提示したというのである。
(47)
長与は自
ら理解する「衛生工事」を次のように説明した。
(48)
元来衛生工事ハ上水ノ供給法下水ノ排除法家屋ノ建築法等ノ事項ヲ包
括シ三者ノ必要何レモ軽重ノ差ナシト雖モ之ヲ一斉ニ着手セシメント
スルハ費額莫大ニシテ実際行ハルベキノコトニ非ス故ニ三者ノ中ニ就
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キ其最モ急務ナルモノヲ選テ先ツ之カ工事ヲ興スヘシ而シテ本員（長
与―筆者注）ハ上水ノ供給法ヲ以テ最急ナルモノトス
長与は明治16年の神田下水の敷設や上水道・下水道整備論を展開する永
井の講演を高く評価したように, 下水道, そして家屋の「建築法」の「衛
生工事」における重要性を決して否定していない。しかしこの時, 工事の
順序をつけるならば, 上水道の整備を優先するべきだとしたのである。
(49)
飲料水ハ直接ニ各自ノ口腹ニ入ルモノニシテ今日ノ学説ニ拠ルトキハ
本邦ノ大災厄タル虎列剌病ノ予防ニ最モ緊切ナル関係アレハナリ故ニ
先ツ上水ノ供給法ニ着手シ次ニ下水ノ排除法次ニ家屋ノ改築法ニ及フ
ヲ着手ノ順序ト為スヘキモノト思考ス
中央衛生会では長与の提起したこの建議を受け,「建議案調査委員」を
選定, そして次の者が委員として選出された。
(50)
会長ハ左ノ五委員ヲ指名シテ建議案調査委員ト為セリ
長谷川泰 エ・ベルツ 高崎五六 實吉安純 長与専斎
「建議案調査委員」には長与も加わっていた。そして６月３日, 調査委
員会を開催し, ６月29日には建議案が可決され, その翌日には内閣総理大
臣および内務大臣に建議された。
(51)
その建議文は次の通りであった。
(52)
衛生ノ事タル疾病ヲ未発ニ防制シ人民ノ健康ヲ保護スルヲ以テ本然ノ
目的トナスモノナレハ虎列剌病流行ノ時ニ及テ遽ニ検疫消毒ノ二法ヲ
議シテ其急ニ応シ曾テ根治ノ方法ヲ講セサルハ実ニ当会ノ本分ヲ悉シ
タリト謂フヘカラス亦会員ノ屑シトセサル所ナリ盖シ虎列剌病ノ予防
タル衛生工事即チ上水ノ供給下水ノ排除ヲ以テ骨子トナシ病毒ヲシテ
其地ニ蕃殖セシメス其水ニ流伝セシメサルヲ以テ万全ノ長策トナスハ
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輓近欧州諸国学理実験ノ一致スル所ニシテ之ヲ措テ他ニ由ルヘキモノ
ナキナリ彼検疫消毒ノ二法ノ如キハ既発ニ応スルノ方法ニシテ一時ノ
姑息法ニ過キス
建議文では,「検疫消毒」の「二法」は,「既発ニ応スルノ方法」であり,
「一時ノ姑息法」に過ぎないとする一方,「衛生工事」は欧州諸国の「学
理実験」に基づけば,「万全ノ長策」と位置付けていたのである。
この建議文で示された「衛生工事」実現に向けた手順は以下の通りであっ
た
(53)
。
衛生工事ノ虎列剌病予防ニ緊切ナル斯ノ如シト雖モ各地ヲシテ同時ニ
之ヲ挙ケシムルコト能ハサルノ障碍アリ乃チ費額浩繁ニシテ其出所ニ
苦ムコト是レナリ依テ最モ人口稠密ニシテ衛生ノ緊要ナル都会ノ地ニ
就キ排水給水ノ二者其緩急ヲ分チ之ヲ施行スルハ亦時宜ノ止ムヘカラ
サルモノタリ而シテ人口ノ稠密衛生ノ緊要ナルノ地ハ東京ニ如クモノ
ナシ
永井久一郎が首府である東京の状況に注視していたのと同様に, 中央衛
生会にあっても東京の「衛生工事」の進展がまず優先されたのである。そ
の際, 東京における「衛生工事」上の課題として以下の点が確認されて
いた。
(54)
東京ニ於ケル上水下水ノ構造ヲ観ルニ上水ニアリテハ数里間暴露セル
導溝ヨリ来ルヲ以テ自ラ泥汚ノ水ヲ混入シ市街ノ木管ニ入リテハ朽腐
物質ヲ含ムト地水ノ滲透トヲ免レス下水ニアリテハ大小本末統系ナク
所在高低アリテ排除ノ実功ヲ欠キ漏洩ヲ免レサル等不完全ヲ極メニ
起工ノ必要ニ迫ルモノト雖モ一時ニ之ヲ挙行スル能ハサルノ事情アリ
トセハ寧ロ上水供給ヲ以テ先着トセサルヲ得ス
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また長与たち「建議案調査委員」がまとめた建議文では上水道の整備を
優先するとされたが, その理由は次のようなものであった。
(55)
上水ハ直チニ人ノ口腹ニ入ルヲ以テ其利害ノ急切ナルコト費金収入ノ
途アルコト及ヒ工事ノ下水ヨリ容易ニシテ長ク年所ヲ要セサルヲ以テ
ナリ而シテ其方法ニ至テハ都府ノ高地ニ濾池ヲ設ケ壓力ヲ以テ全府ニ
布設シ不断ノ供給ヲ以テ毎家ノ用ニ供スルハ方今文明都府ニ於テ慣用
スル最上法ナレハ東京ノ上水ヲ改良スル早晩此ニ由ラサルヘカラサル
モノトス
人が直接口にするものであり, 上水経営上の収入も見込め, さらに下水
工事よりも工期が短くて済むといったことから, 上水道整備は下水道のそ
れより優先されたのである。
(56)
その際中央衛生会では, 都府の高地に「濾池」
を設け, そこから府下各家に水を供給するという,「文明諸国」の「最上
法」を見つけ出し, 東京の上水の改良を目指したのであった。ただしこの
「最上法」は原則として取りうる選択肢として掲げられたものであり, 工
事費用等の観点からこの原則をとりえないときには, 上水井を設け鉄管を
各家に配して上水を供給することも許容された｡「建議案調査委員」の間
では, これを「最下策」としたが, それであってもこの策を取りうる理由
として「実際施行シテ目下予防ノ急ニ応スルモ亦時宜ノ止ムヘカラサル所
ナリ」との判断があった。
(57)
「建議案調査委員」は,「衛生工事」は大都府であった東京を重視し,
さらに下水道よりも上水道を優先するとした。そして「衛生工事」を進展
させる効用を次のように認めるのであった。
(58)
衛生工事ニシテ完了セハ其功益ハ特リ虎列剌病ノ予防ニ止ラス凡百ノ
伝染病風土病ヲ防制シ健康ヲ増進シ生存年齢ヲ延長スルハ亦欧州諸国
ノ実験スル所ナルニ於テオヤ而シテ旁ラ都府ノ美観ヲ装ヒ生活ノ快楽
ヲ増シ防火ノ効用ヲ挙クル等付帯スル所ノ利益亦大ナリトス
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中央衛生会では, 東京の上水道整備を進めることで「衛生工事」の進展
を図った。それは住民の健康増進と伝染病予防はもちろんのこと,「都府
ノ美観」や「生活ノ快楽｣,「防火」にも資するとの考えを持ってのことで
あった。
長与は永井の講演録の序文にて「学理実験」に基づけば,「衛生工事」
は「最上良法」としていた｡ さらに今回の建議文でも「万全ノ長策」とし
て位置付けられていたように, 長与の「衛生工事」を進めることで住民の
健康を増進させようとする構想は, 中央衛生会でも受容された。長与の医
学等学術を「政務的に運用」することで住民の健康増進を図ろうとする構
想は, 中央衛生会の支持を取り付けながら東京の上水道整備を優先すると
いう「衛生工事」を進展させることで具体化されていったのである。
長与が委員として加わった「建議案調査委員」の間で取りまとめられた
建議文が内閣総理大臣等に提出された翌年, 東京市区改正条例が制定され
た。同条例が制定されると今度は, 長与は同市区改正委員会の委員として
これに加わり, 自らその重要性をそれまで指摘してきた東京での「衛生工
事」の具体化に取り掛かるのであった。
(59)
東京市区改正委員会での長与の言
動に関してはすでに別稿にて検討に付しているため, ここではその主要な
点を確認しておこう。
(60)
東京市区改正事業における上水道整備に関しては, 明治21年12月, 吉川
顕正東京市区改正委員長に提出された「上水設計第一報告」が重要となる。
この「第一報告」に関しては, 明治22年 3 月 5 日の同市区改正委員会の席
上, 長与が当該報告作成の経緯について説明している。
(61)
この「報告」は,
バルトン, 古市公威, 原口要, 山口半六, 永井久一郎, 倉田吉嗣, そして
長与専斎の名によって提出されたものである。この報告では, 近代日本の
水道が設計される際に影響力を持っていたバルトンやパーマーの見解に関
しても触れられ, 比較検討が加えられていた。この時の長与の説明から判
明することは, 東京の水道敷設は,「水源及水質」の件,「給水区域及入口」
の件,「人口ニ対スル給水量」の件,「工事ノ設計」の件,「工費概算」の
件から構想されていたということである。
(桃山法学 第28号 ’18)56
長与らが提示した水道敷設事業の構想は, 明治23年 3 月には,「上水設
計第二報告」として東京市区改正委員会に提出された。
(62)
この「第二報告」
の内容は,「水道工場」の増設がなされるなどの修正が加えられたが, 基
本的には「第一報告」の立場を踏襲するものであった。明治21年12月以来,
長与らの議論に付されてきた東京市水道設計案は, 当該委員会に出席して
いた松田秀雄に「第二報告書ノ各条ヲ見ルニ是ニテ充分設計ハ尽セリト認
ム」との認識を持たせるのに十分であったのである。
(63)
東京市区改正事業の
特徴を整理する石田頼房は, 明治22年～明治32年の10年間は,「上水道事
業期」と位置付けている。
(64)
長与らの水道改良事業計画は, 市区改正委員会
の議論を踏まえて, 上水道敷設事業へと進んでいったのである。
東京の水道事業を進めることに奔走していた長与は, 他方で水道条例の
必要性に関しても比較的早くより理解していた。長与は中央衛生会に「東
京ニ衛生工事ヲ興スノ議」を建議した少しあと,「市街私設水道条例案」
を閣議に提出することを求めていたのである。明治20年11月 4 日のことで
あった。
(65)
この「市街私設水道条例案」で長与は,「水道ヲ敷設シ飲料水ヲ改良ス
ルノ緊切ニシテ極メテ急要ノ事」とし,「水道布施ノ事ハ元来地方政府ニ
於テ之ヲ為スヲ適当トス」との立場をとっていた。しかし, 地方政府の事
情により,「速成ヲ望ムヘカラサル場合」にあっては,「遷延」するよりは,
「私立会社ニ委付シテ速ニ之ヲ為」すことを優先するのもやむを得ないと
していた。長与は長崎や大阪, 東京の水道敷設事業の動向を見ながら,
「確然タル条例ヲ設ケテ, 一定ノ方針」を示すことが, 全国水道事業普及
にとって重要であるとしていたのである。
(66)
そして明治23年 2 月, 近代日本
の水道に関する基本法である水道条例が制定されるのであった。
(67)
当該条例
が制定された背景として東京等の水道敷設の動きがあり, その一方で水道
に関する基本法がないという点が指摘された。
(68)
首府及人口稠密ナル市町村ニ水道ヲ布設シ飲料水ヲ改良スルノ緊切急
要ナルハ明晰ノ実ニシテ今更喋々ヲ要セス……（中略）……先般長崎
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港水道布設ノ許可ヲ与ヘ目下東京大坂其他各地ニ水道事業興起ノ傾向
アル今日一モ拠ルヘキ規則ナシ速ニ本議勅令ノ発布アランコトヲ望ム
ここでは衛生上の目的を達成するためにも上水道の整備が必要であるこ
とが明確に指摘されている。そしてすでに, 長崎, 東京, 大阪等において
「水道事業興起ノ傾向」が認められる一方, 基本となる「規則」がなかっ
たことが確認されたのである。こうした事情を踏まえるならば, 近代日本
の水道基本法は, 長崎や東京といった地方の活動が中央に派生し, その制
定を促したことが明らかとなる。また官僚との関係を踏まえるならば, 水
道条例は長与にみられるような「技術官僚」の理念を具体化していく中で,
制定されることとなった。
水道条例が制定されたことで,
(69)
水道は「市町村公費ヲ以テスルニ非サレ
ハ之ヲ敷設スルコトヲ得ス」として公設水道事業であることが示された。
そして第８条にて, 地方長官は「随時当該官吏又ハ技術官ヲ派遣シテ水道
工事及水質水量ヲ検査セシメ其改築修理ヲ要シ又ハ水質不良水量不足ナリ
ト認ムルトキハ地方衛生会ノ議定ヲ経相当ノ猶予期日ヲ定メテ之カ改良ヲ
市町村ニ命スヘシ」とされたように, その管理する水道の改良が必要とさ
れた時には, 地方衛生会での議論を踏まえて, 水道改良を市町村に命じる
とされたのである。ここにいう地方衛生会は, 明治12年のコレラの流行が
終息してのち設置された地方長官の諮詢機関であった。その委員には, 医
師, 府県会議員, 公立病院長, 公立病院薬局長, 衛生課長, 警察官が充て
られていた。長与は住民の健康増進に際して医学等学術の知見を踏まえる
ことが重要であり, その「政務的運用」を求めていたが, この地方衛生会
は, 医師や病院長, 薬局長, 衛生課長など, 医学等学術の知見に理解を示
すことができる人物が選出されることで成り立っていたのであり, 中央衛
生会同様, 長与の衛生行政構想の具体化された機関として位置づけること
ができるものである。水道条例が制定され, 地方長官が水道改良を命じる
際には, 地方衛生会の議を踏まえることが求められたということは, 飲料
水の管理において長与の構想が取り入れられたことを意味する。
(桃山法学 第28号 ’18)58
さらに同条例では,「水道ノ給水ヲ受クル者」は, 第10条にて「水質水
量ノ検査ヲ市町村長ニ請求スルコトヲ得」として, 水道を使用する側から
も「水質水量ノ検査」を市町村長に請求することが認められた。加えてこ
の条例では, 水道を使用する側の権利だけでなく, 義務も明示された。す
なわち, 第11条にて「家屋内ノ給水用具及本支水管ヨリ之ニ接続スル細管
ハ市町村ノ所定ニ従ヒ之ヲ設置」することとなるが, その細管設置の費用
は「水道ノ給水ヲ受クル家主ノ負担」とされ, 第13条にて,「家屋内ノ給
水用具不完全ナリト認」められる際には,「之カ修繕ヲ」求め, 家主がそ
の修繕を怠る際には, 市町村が必要とされる修繕を行い,「其費用ヲ徴収
スルコトヲ得」とされた。この修繕に関しては続く第14条にて,「家主ハ
家屋内給水用具ノ設置又ハ其修繕ヲ了リタルトキハ市町村ノ水道掛ニ届出」
ることとされ, これを受けた水道掛は「速ニ之ヲ検査」することとされた
のである。ここに給水を受ける者の義務も明示されたのであった。
長与は明治10年代から20年代にかけて出された伝染病予防のための「心
得書」を評する中で, 伝染病予防の効果を高めるためには, 府県衛生課の
吏員や警官, 医師等の活動に加えて, 住民自身の「自覚」が求められねば
ならないとした。長与はこれを「官」と「民」の協調という視点で表現す
るのであった。
(70)
医学等学術を「政務的に運用」することで効果的な伝染病
予防を行い, 住民の健康増進を図るためには, 長与にしてそうした相互の
協調が重要であったのである。
水道条例では地方長官や水道掛といった「官」の役割と家主に期待され
た事項にみられるような「民」の役割が設定された。ここから明らかにな
ることは, 長与の「官」と「民」の協調をすすめようとする構想が, 水道
条例が制定されたことで具体化されていったということである。
４ 「富ノ発達｣ の保護と｢文明ノ市街」の建設
長与は明治 4 年の岩倉遣外使節団に随行し, 欧米の調査を進める中で
“sanitary” や “Gesundheitspflege” 等の機能が近代国家を建設するうえで
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重要である点を見抜いた。そして長与はその機能に「文明」をみた。
(71)
また
永井久一郎の講演録である『巡欧記実衛生二大工事』の序文では,
(72)
其（｢衛生工事｣－筆者注）興否ハ以テ直ニ文明ノ深浅ヲトスルニ足ル
ト云フ……（中略）……（コレラ―筆者注）流行ノ時ノミ検疫消毒ノ
二方ヲ反覆シ之レカ為メ毎常百万以上ノ金ヲ消シ平素予防ノ計画ヲ怠
ルカ如キハ特リ人名財産ノ損害ニ止マラス亦我国文明ノ一大汚斑ト謂
フヘシ
として,「衛生工事」の「興否」は「文明の深浅」とも関係し,「平素予防
ノ計画ヲ怠ルカ如キハ｣,「我国文明ノ一大汚斑」であるとした。明治日本
が文明国になるためには「衛生工事」を進めることが重要であると長与は
考えていたのである。長与は「衛生工事」に住民の健康増進を期しただけ
でなく, 日本を文明国に導くためのメルクマールとしても位置付けていた
といえよう。
長与は水道条例が制定された翌年, 約16年間にわたる衛生局長の職責か
ら解放されたが, その後も, 自身が提示した衛生と「文明」の視点に導か
れ, 各地を遊説した。長与は, 明治25年には青森の地にあって衛生と飲料
水の関係について論じ, さらにその翌年には広島の地にて水道の必要性を
熱く説いていたのである。
長与は, 衛生局長退任の翌年の青森での講演において以下のように論じ
ている。
(73)
損耗ノナキ様生産力即チ富ノ発達ヲ保護スルハ衛生ノ本分ナリ……
（中略）……故ニ富ノ発達セサル国ニアリテハ最モコノ衛生ノ道ヲ拡
張セサルベカラス……（中略）……且ツ彼ノ窒扶斯ハ日本特有ノ悪病
ナリ而シテ各地至ル所ニ此病ノ流行ヲ見サルハナシ青森ノ如キモ窒扶
斯ノ為メニ斃ルル人民少キニアラスト聞ク……（中略）……而シテ其
原因又飲料水ノ善悪ニ関係セリ青森ノ飲料水ハ天下ニ無類ナキ悪水ト
(桃山法学 第28号 ’18)60
云フヘシ然ルニ当地ノ人々カ未タ曾テ此飲料水ヲ改良スルノ挙アルヲ
聞カサルハ余ノ遺憾トスル所ナリ凡ソ自治体ナルモノハ単ニ其ノ自治
区ノ行政事務ヲ行フノミナラス其人民ノ健康ヲ保護スルモ一ノ責任ナ
リ然レトモ敢テ之ヲ顧ミサルガ如キ事実アルハ何ゾ色々ノ事情アルニ
ヨルナルベシト雖モ直言セバ当自治区ノ人々カ夙ニ其ノ幸福ヲ進捗シ
テ富ノ発達ヲ計ル念慮ニ乏シキモノト評セサルヲ得ス衛生ノ事ハ最早
今日ニ於テハ政府ノ事業ニアラス地方庁ノ責任ニアラス自治団体ノ仕
事ナリ此故ニ当地人民諸君ハ自ラ其責任ニ当ラレン事ヲ希望セサルヘ
カラス云々
そして広島では「衛生工事」は「百般衛生事業ノ本体基本」
(74)
としていた
長与にあって, 水道の必要性を次のように指摘するのであった。
(75)
此広島市街ハ到底此通テハ文明ノ市街ニハナリマセン……（中略）
……表ハ健康テアリマスカ中ニ這入ッテ見ルト極ク不健康テアリマス
野蛮ノ市街トシカ見ヘマセン……（中略）……今日ノ如ク泥水ヲ飲ン
テ赤痢カ年々アルトカ腸窒扶斯カアルト云コトテハソウ人カ這入ッテ
来テ安心ヲシテ棲ムコトハ出来マセン……（中略）……私ハ断言シマ
ス一ツカ二ツカハアルカモ知レンカ之レハ能ヒ水ト云ノハ沢山ハアリ
マセン此水ヲ人ニ飲セテ安心カ出来マショウカ岡山当リテハ水道ヲ起
スト云テ計画シテ居リマスカ神戸長崎等皆水道ヲ架ケテ玉ノ如キ水ヲ
飲ンデ居リマスソウ云モノカ当地ニ来タ処カ不安心デ居ルコトカ出来
マセン……（中略）……十分ナル広島ニスル玄関前ノ様ニ座敷ヲ立派
ニシテ他人ヲ引キ入レテ繁昌ヲ計リ幸福ヲ保ッテ愉快ナル暮ラシヲ仕
様ト云ニハ必ス上水下水ヲ立派ニ致シマセント仕事ハ出来マセント私
ハ思マス……（中略）……私ハ衛生上カラ此水ヲ飲ンテ居ッテモ水道
ヲ敷カネハ到底何如
(ママ)
程注意シテモ伝染病ハ防クコトハ出来マセンコト
ト考ヘマスルカラ御勧メヲ致スノテアリマス
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長与は, 衛生の本分は「富ノ発達｣ の保護であり, 伝染病対策には｢飲
料水ヲ改良」する必要があるとした｡ そしてそれは, ｢自治体」の責任だ
としている。自治体は単に｢自治区ノ行政事務」を処理していればよしと
されるのではなく, ｢人民ノ健康ヲ保護」することも｢一ツノ責任」だとし
て, 行政の能動的責任を長与は求めたのである。衛生行政の普及, さらに
は｢文明ノ市街」を建設するために, 長与は｢衛生工事」の必要性を, 衛生
局長を退任して以降も説き続けるのであった。長与の衛生行政構想を支え
ていた理念は, ｢富ノ発達｣ の保護であり, そのためには｢文明ノ市街」を
建設しなければならないとするものであったのである。
５ お わ り に
長与は岩倉遣外使節団に随行し, 欧米の地にて “sanitary” や “Gesund-
heitspflege” 等が近代国家建設に向けて重要であることに気づいた。この
“Gesundheitspflege” 等については, 住民の健康と国家の役割に関するも
のであると注目し, 医学等学術を「政務的に運用」して, その健康増進を
図ろうとするものとして長与は理解したのであった。その際,「上下水の
引用排除」と国民の健康との間には関係性があることも見抜いていた。そ
のため長与は帰国するとまもなく初代内務省衛生局長に就任し, 日本人の
手による初めての暗渠として知られる神田下水の敷設に踏み切るのであっ
た。神田下水は「英国ノ制」に倣った「赤煉瓦造ノ立派ナル者」ではあっ
たが,「地先下水ノ設置」がなされない等の課題が残った。この神田下水
をめぐる課題は長与も認めるところであったことから, 欧州調査の成果を
踏まえた永井久一郎の議論が『巡欧記実衛生二大工事』として出版される
と長与は改めて上水道および下水道を整備しようとする「衛生工事」の重
要性を力説するのであった。
永井は上水道および下水道を, 明治日本, とりわけ首府としての東京に,
英国をモデルとしながら整備していくことが有益であるとの見解を開陳し
た。ここにおいて「衛生工事」を進めることがコレラ対策や住民の健康,
(桃山法学 第28号 ’18)62
さらには住民の「幸福」や「子々孫々永世ノ大幸」に資するとされたので
ある。
長与はこの永井の議論が明らかになると, 明治10年以降, 間歇的に流行
を繰り返してきたコレラへの対策として取られてきた「検疫消毒ノ方法」
を「既発後ノ姑息」な対策であるとした一方,「衛生工事」は「百般衛生
事業ノ本体基本」であり,「伝染病殊ニ虎列剌病予防ノ最上良法」である
ことは「学理実験ノ共ニ一致スル」ものであるとしたのである。長与は医
学等学術の「政務的運用」を進めることで国民の健康を増進することを企
図していた。この長与の立場からすると,「衛生工事」の進展は, その衛
生行政構想の具体化の契機をもたらす可能性があったといえよう。
永井の講演録に序文を提供した長与は, 今度は中央衛生会に「衛生工事｣
の必要性を提起した。このときも長与はやはり伝染病予防における「衛生
工事」の効果に期待を示し,「真正ノ予防法」だとしていた。長与は「衛
生工事」の名において進められる事業としては,「上水ノ供給法｣,「下水
ノ排除法｣,「家屋ノ建築法」があるとし, それぞれ「軽重ノ差」はないと
しながらも, 一斉に着手することが困難であるときには,「上水ノ供給法」
をもって「最急」であるとし,「衛生工事」着手の最初に上水道整備を掲
げたのであった。
中央衛生会では長与の提起を受けて内閣総理大臣等への「建議」とする
ため,「建議案調査委員」を選定することとなり, 長与もその委員として
選出された。その結果, 長与らの考えは内閣総理大臣等への建議文として
まとめられた。この建議文にあっても, 長与がそれまで指摘し続けてきた
ように, コレラ対策としての「検疫消毒ノ二法」は「根治ノ方法」ではな
いとし, その一方で,「衛生工事」の推進を「万全ノ長策」とするのは
「輓近欧州諸国」の「学理実験」の一致するところであるとしていた。伝
染病対策, とりわけコレラ予防にあっては「衛生工事」の推進が重要とな
るとの見解を長与や中央衛生会は共有したのである。具体的には人口稠密
の地であって,「衛生ノ緊要」なる都会として東京を優先して「衛生工事」
とりわけ上水道整備を進めることが想定された。
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中央衛生会にて長与の「衛生工事」の推進の必要性が受け入れられ, 内
閣総理大臣等へ長与らの構想が建議された翌年, 東京市区改正条例が制定
され, 東京における「衛生工事」の進展の機運が訪れることとなった。
長与は市区改正委員会委員として同委員会に参加した。そして同委員会
にあっても, それまでの長与の立場は堅持され, 東京の「衛生工事」は,
上水道整備を優先することで一致した。医学等学術の「政務的運用」を進
めることで住民の健康増進を企図した長与の構想は, 東京の上水道整備と
いう形で具体化されていったのである。
市区改正委員会を中心とした東京の水道敷設に向けた動きは, 大阪や長
崎の水道敷設事業とともに評価され, 水道条例の制定を促すことともなっ
た。東京や大阪では水道敷設の議論が進んでいるが, その一方で水道整備
の基本となる「規則」がないということから, 同条例の制定をみたのであ
る。もちろん長与もそうした ｢規則｣ が必要であることを理解していた｡
水道条例が制定されたことで, 地方長官は水道改良事務を所管すること
とされ, 一方で水道を使用する住民の側からは,「水質水量ノ検査」を市
町村長に求めることができるとした。さらに住民には行政に対する要望だ
けでなく, 同条例11条に見えるように「家屋内ノ給水用具」及び「本支水
管」へ接続する細管の設置は家主の負担とし, 第13条では「家屋内ノ給水
用具」の修繕が必要な際にはやはり家主が責任を負うとされたように, 水
道事業を進める際の住民側の責務も求められた。
明治23年の伝染病予防のための「心得書」が出された際, 長与は, 府県
衛生課の吏員や警官, 医師等の活動を重視する一方, 住民自身の健康増進
に向けた「自覚」も求められねばならないとした。長与はこれらアクター
を「官」と「民」の視点から整理し, 相互の協調が重要となるとしたので
ある。長与は「官」と「民」の協調なくして, 医学等学術の ｢政務的運用｣
の効果をあげることは難しいと判断したといえよう｡
この長与の「官」と「民」の協調を進めようとする構想は, 水道条例が
制定されたことで, 具体化されていった。水道条例は, 地方長官等「官」
の責務と家主の負担等「民」の責務が相互に機能することで, 安全な飲料
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水を保障し, 住民の健康被害を軽減することを目指したのである。
長与は水道条例が制定された翌年, 約16年以上にわたり務めた内務省衛
生局長の職責から解放された。しかし衛生局長を辞してのちにも「衛生工
事」の重要性を説き, その進展を期すべく全国を行脚するのであった。長
与は住民の健康増進のためには「衛生工事」を進展させねばならないとし
てきたが, 長与のこの構想はこれにとどまらず, 明治日本における「富ノ
発達」や「文明ノ市街」を実現するためにも「衛生工事」を進めることが
重要であるとしていたのである。
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